
横浜市国民健康保険運営協議会 

日時 令和３年 11月 25日(木) 午後２時から 

場所 横浜市役所 18階 みなと４・５会議室 

次  第 

開 会 

健康福祉局長あいさつ 

委員紹介 

定足数確認報告 

議 事 

１ 令和２年度横浜市国民健康保険事業費会計決算について 

２ 第２期横浜市国民健康保険データヘルス計画の進捗状況について（報告） 

３ その他の報告事項について 

閉 会 
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議事１　令和２年度横浜市国民健康保険事業費会計決算について

(1) 令和２年度収支

〇　令和２年度国民健康保険事業費会計の収支について

　令和２年度は単年度収支で約50億円の黒字となりました。また、累積収支では、令
和元年度までの累積黒字額が約33億円あるため、約83億円の黒字となります。最終的
に、国民健康保険財政調整基金の残高約51億円を含めた実質的な累積収支は、約133億
円の黒字となっています。

【主な内訳】
　歳入では、保険給付費の減等に伴う国・県支出金の減（△約75億円）等により、繰
越金を含む決算額は約3,162億円（Ｂ）となりました。
　歳出では、医療機関への受診件数の減等に伴う保険給付費の減（△約70億円）等に
より、決算額は約3,079億円（Ｃ）となりました。

令和２年度国保会計決算 千円 （A－C）
千円 （B－C）

（単位：千円）

（単位：千円）

千円
令和２年度国民健康保険財政調整基金残高

（単位：千円）

※国保会計の財政の均衡を図るとともに後年度に備えるため、平成30年度より設置。

単年度収支 4,975,114
累積収支 8,280,560

（歳入）
科　目 当初予算 現計予算① 決算② 差引（②－①）

国・県支出金 215,717,599 218,262,772 210,800,791 △ 7,461,981
保険料 71,888,347 69,350,869 73,233,036 3,882,167

その他 790,808 790,839 851,175 60,336
市費繰入金 27,970,647 27,969,847 27,969,847 0

3,305,446
合　計（繰越金除く） 316,367,401 316,374,327 312,854,849 △ 3,519,478

（歳出）

繰越金 0 0 3,305,446

合　計（繰越金含む） 316,367,401 316,374,327 316,160,295 △ 214,032

保険給付費（医療費のみ） 212,901,335 212,909,030 205,894,744 △ 7,014,286
科　目 当初予算 現計予算① 決算② 差引（②－①）

国保事業費納付金 94,382,469 94,382,469 94,382,469 0
特定健診・保健事業 2,273,252 2,262,550 1,429,982 △ 832,568

△ 10
その他 6,809,335 6,819,237 6,171,509

基金積立金 1,010 1,041 1,031
△ 647,728

合　計 316,367,401 316,374,327 307,879,735 △ 8,494,592

（B－C＋D）

令和元年度末残高 令和２年度末残高 差引
国民健康保険財政調整基金 5,051,166 5,052,196 1,030

累積収支＋基金 13,332,756

(C)

(B)

(A)

(D)
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(2) 過去10年の本市国保会計の決算

(3) 累積黒字額の充当について

(4) 令和２年度保険料の収納状況

(5) 今後の取組
　引き続き歳入歳出両面での取組を進め、会計の安定運営に努めていきます。

ア　医療費適正化の推進
(ア)　特定健診、特定保健指導の充実（健診自己負担額無料化、特定健診受診キャン
　　ペーン及び特定保健指導キャンペーン事業の実施、対象者の特性に合わせたナッ
　　ジ理論に基づく受診勧奨通知の発送等）
(イ)　ジェネリック医薬品個別差額通知の実施
(ウ)　コンピュータ自動点検システムを活用したレセプト２次点検業務委託の実施
(エ)　重複・頻回受診対策（被保険者への指導等）

イ　保険料収納対策の推進
(ア)　ペイジー口座振替受付サービスを活用した口座振替率の向上による滞納発生の
　　未然防止
(イ)　新規未納世帯への早期未納対策と滞納者の状況に応じた的確な滞納整理

ウ　その他
(ア)　保険者努力支援制度の交付金獲得に向けた取組強化
(イ)　国民健康保険財政調整基金の活用による国民健康保険事業費会計の安定・強化

【国保会計収支状況（平成23年度～）】

　令和２年度の累積黒字額（約83億円）は、令和３年度歳入（繰越金）へ充当済です。

　本市国保会計の収支は平成25年度に累積収支の赤字を脱却し、以降は累積収支黒字
が続いています。

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による納付困難者への減免適用、

現年度分優先の滞納整理の強化を行い、現年度分、滞納繰越分、現滞総合収納率の全

てにおいて前年度比増となり、現滞総合収納率は前年度比1.67ポイント増となりまし

た。国民健康保険料未収金総額は50.2億円となり、8.9億円を圧縮しました。

※四捨五入を行っているため、合計が一致しない場合があります。
※国民健康保険財政調整基金の設置に伴い、平成30年度から累積収支と基金残高の合計
　金額を記載。

令和元年度

調定額 収納額 収納率 収納率

現年度分 742.5億円 710.9億円 95.75% 94.95% +0.80P

滞納繰越分 55.7億円 21.4億円 38.43% 33.86% +4.57P

現滞総合 798.2億円 732.3億円 91.75% 90.08% +1.67P

未収金総額 59.1億円 ▲8.9億円50.2億円

令和２年度
増▲減

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

歳入 3,348 3,446 3,551 3,489 3,935 3,854 3,760 3,300 3,248 3,129

歳出 3,236 3,357 3,433 3,443 3,978 3,871 3,729 3,389 3,257 3,079

単年度収支 112 89 118 46 △ 43 △ 17 31 △ 89 △ 9 50

累積収支 △ 92 △ 3 115 161 118 101 132 42 33 83

（単位：億円）

累積収支（基金含む）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

積立 - - - - - - - 46 5 0

取崩 - - - - - - - 0 0 0

基金残高 - - - - - - - 46 51 51

累積＋基金 △ 92 △ 3 115 161 118 101 132 88 84 133

（単位：億円）
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歳　入 （単位 ： 千円）

当初予算 予算現額　Ａ 決算額　Ｂ 差引（Ｂ－Ａ） 説　　　明

１ 71,888,347 69,350,869 73,233,036 3,882,167

① 医療分一般分 49,886,112 48,206,397 51,319,688 3,113,291

② 介護分一般分 6,939,454 6,586,644 6,568,723 △ 17,921

③
後期高齢者支援分
一般分

15,054,222 14,549,269 15,344,001 794,732

④ 医療分退職分 4,276 4,276 398 △ 3,878

⑤ 介護分退職分 2,777 2,777 106 △ 2,671

⑥
後期高齢者支援分
退職分

1,506 1,506 120 △ 1,386

２ 8 8 0 △ 8

３ 23,163 1,321,602 1,314,090 △ 7,512
・災害臨時特例補助金
・社会保障・税番号制度推進事業費補助金

４ 215,694,436 216,941,170 209,486,701 △ 7,454,469
・普通交付金
・特別交付金

５ 1,010 1,041 1,030 △ 11

６ 27,970,647 27,969,847 27,969,847 0
・保険料負担の緩和に対する繰入
・法定軽減世帯に対する繰入
・事務費に対する繰入　等

７ 789,790 789,790 850,146 60,356 貸付金、雑収入

８ 0 0 3,305,446 3,305,446 前年度からの繰越金

316,367,401 316,374,327 316,160,296 △ 214,031

※　（　）は令和元年度決算値

繰越金

歳　入　合　計

１人あたり保険料

医療分　76,127円 （76,442円）
介護分　 9,810円  （9,287円）
支援分　22,758円 （22,996円）
合計　 108,695円（108,725円）

保険料収納率

現年度収納率　　 95.75％
             　（94.95％）
滞納繰越収納率　 38.43％
             　（33.86％）

財産収入

一般会計繰入金

諸収入

　令和２年度国民健康保険事業費会計決算

保険料

一部負担金

国庫支出金

県支出金
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歳　出 （単位 ： 千円）

当初予算 予算現額　Ａ 決算額　Ｂ 差引（Ｂ－Ａ） 説　　　明

１ 5,707,211 5,717,113 4,932,270 △ 784,843 事務費等

２ 310,649,180 310,646,173 302,946,434 △ 7,699,739

① 212,792,436 212,571,324 205,879,906 △ 6,691,418
・被保険者数（一般）
　683,852人（699,088人）

② 108,899 108,899 14,839 △ 94,060
・被保険者数（退職者等）
　2人（291人）

③ 2,093,907 2,083,205 1,328,174 △ 755,031
40歳以上75歳未満の被保険者を
対象にした特定健康診査と保健
指導の実施

④ 179,345 179,345 101,808 △ 77,537

⑤ 685,392 685,392 603,700 △ 81,692 レセプト審査支払手数料等

⑥ 94,789,201 95,018,008 95,018,008 0

３ 1,010 1,041 1,030 △ 11

４ 10,000 10,000 0 △ 10,000

316,367,401 316,374,327 307,879,735 △ 8,494,592

※　（　）は令和元年度決算値

【収支差引】　（単位 ： 円）

　（歳入）　 　（歳出） （差引）　　　　　

316,160,295,342 　　　　－ 307,879,734,592 ＝ 8,280,560,750

給付費

歳　出　合　計

国民健康保険事業
費納付金等

国民健康保険
財政調整基金積立金

予備費

審査費

保険給付費

総務費

退職被保険者等
給付費

特定健康診査・
保健指導事業費

保健事業費
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被保険者数の推移

765,368

729,227

699,379

683,854

760,384

727,482

699,088

683,852

4,984
1,745 291 2

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

全体 一般 退職

（全体）
735,000

755,000

695,000

20,000

0

（年度）

（人）

715,000

被用者保険・後期高齢者
医療制度への移行等により
減少傾向

775,000

（全体）

（全体）

（全体）
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　令和２年

１人あたり医療費と保険料の推移

351,422
359,457

368,866
357,128

93,210
98,701 99,438 98,885

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

医療費 保険料

1人あたり医療費

１人あたり保険料

（円）

（年度）

新型コロナウイルス感染症の

影響に伴う医療費の減

※１人あたり保険料は医療分と支援分の合計。
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　令和２
年度は
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H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

％億円

年度

国民健康保険料 現年度収納率と収入未済額の推移

※棒グラフの上の数値のうち上段は収入未済額（滞納額）を，下段は対前年度伸び率を表しています。※棒グラフの上の数値のうち上段は収入未済額（滞納額）を，下段は対前年度伸び率を表しています。※棒グラフの上の数値のうち上段は収入未済額（滞納額）を，下段は対前年度伸び率を表しています。

滞納繰越分

※棒グラフの上の数値は収入未済額（滞納額）を表しています。
※端数処理により、年度ごとの合計が一致しない場合があります。

現年度分

現年度分収納率

（右目盛り）
※下段<>書きは、

現滞総合収納率

未納額

（左目盛り）

<79.05>

<78.99>

<79.21>

<75.67> <75.53>

<73.71> <74.85>
<73.76> <72.20>

<73.15>

<73.30> <74.34>

<69.40>
<71.02>

<71.15>

<73.98>

<75.51>

<78.59>

<80.21>

<81.77>

<84.12>

<86.21>
<89.32>

<90.08>
<91.75>

現・滞総合収納率が
政令市１位

117

82

147

189

216

254

278282281283291296298303295

274

248
228

206

182

157

134
122

収納担当係長を

18区へ配置

68

短期証、資格証
発行開始

<73.35>

59

収納対策支援
システム導入

75歳以上の被保険者が
後期高齢者医療制度へ移行

滞納整理担当係長を
５区へ配置

税外債権回収担当へ
一部移管（11千件、76億円）

現年度分保険料徴収強化
滞納処分強化（差押・執行停止）

滞納整理事務嘱託員制度開始
納付相談窓口開設
不動産公売・捜索実施

過去52年間で

最高収納率

50
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　令和２年
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政令指定都市の

収納率（現年度分）の推移 (※還付未済除く)

名古屋

仙台

京都

川崎

堺

札幌

静岡

新潟

神戸

北九州

岡山

広島

浜松

さいたま

千葉

相模原

福岡

熊本

大阪

横浜

％

横浜市
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議事２ 第２期横浜市国民健康保険データヘルス計画の進捗状況について（報告） 

 

第２期データヘルス計画における、令和２年度の実施結果及び中間評価を受けた今後の事業

展開について報告します。 

 

１ 令和２年度の実施結果 

(1) 特定健康診査（以下「特定健診」という）について 

特定健診受診率の目標値は 33.0％でしたが、コロナ禍の受診控えの影響を受け、前年度

より 3.6ポイント減少し、21.8％となりました。 

 

【令和２年度の主な取組】  

・特定健診無償化の継続、ナッジ理論を活用した個別勧奨 

・関係組織と連携した広報（医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健活動推進員等） 

 

ア 年齢階級別受診結果（令和２年度法定報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 経年受診結果 
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ウ 区別受診結果（令和２年度法定報告） 

 

 

(2) 特定保健指導について 

特定保健指導の終了率は、目標値である 12.5％には到達できませんでしたが、前年度   

より 0.6ポイント上昇し、9.3％となりました。また、毎年終了率は増加傾向です。 

 

【令和２年度の主な取組】 

  ・特定保健指導未利用者電話勧奨・・・実施件数 206件（R1：709件） 

  ・特定保健指導未利用者手紙勧奨・・・実施件数 205件（R1：実施無し） 

 

ア 経年実施結果（令和２年度法定報告） 
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イ 対象者内訳（令和２年度法定報告） 

 

ウ 区別実施結果（令和２年度法定報告） 

 

 

【参考】特定保健指導の判定基準 

腹 囲 

 

    追加リスク 
④喫煙歴 

    対象者の年齢 

①血糖 ②脂質 ③血圧 40～64 歳 65～74 歳 

85 ㎝以上（男性） 

90 ㎝以上（女性） 

２つ以上 ― 
積極的支援  

動機付け支援 １つ該当 
あり 

なし  

上記以外で 

肥満度（ＢＭＩ） 

25 以上 

３つ該当 ― 
積極的支援  

 

動機付け支援 

２つ該当 
あり 

なし  
１つ該当 ― 

(1) 追加リスクとは 

【① 血糖※１】空腹時血糖 100mg/dl以上または、ＨｂＡ１ｃ5.6％（NGSP値）以上 

【② 脂質】中性脂肪 150mg/dl以上または、ＨＤＬコレステロール 40mg/dl未満 

【③ 血圧】収縮期 130ｍｍHg以上または、拡張期 85ｍｍHg以上 

【④ 喫煙歴※２】問診票の回答／合計 100本以上又は 6か月以上吸っており、かつ最近 1か月間も

吸っている 

(2) 年度末時点で 65歳以上の方については、積極的支援の基準を満たした場合でも、「動機付け支 

援」の対象となります。 

(3) 特定健診実施時点において、糖尿病、脂質異常症、高血圧症で服薬中の者は、医療保険者による 

特定保健指導の対象としません。

対象者 終了者 終了率 対象者 終了者 終了率 対象者 終了者 終了率

積極的支援 2,043人 131人 6.4% 539人 50人 9.3% 2,582人 181人 7.0%

動機付け支援 6,043人 581人 9.6% 3,534人 370人 10.5% 9,577人 951人 9.9%

合計 8,086人 712人 8.8% 4,073人 420人 10.3% 12,159人 1,132人 9.3%

男性 女性 合計
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（3) その他保健事業の令和２年度実績および中間評価を受けた今後の事業展開について 

   資料１参照    

（4) 令和３年度の主な取組について 

ア 医師等からの受診勧奨（新規）【資料１ 取組番号 1-4】 

(ア) 概要 

 特定健診受診率向上の取組として、医療機関からの受診勧奨の際に活用でき

る受診勧奨資材を作成し、令和４年度では全ての健診実施機関への配布を予定

しています。令和３年度は前段階として、一部の医療機関による特定健診受診

勧奨モデル実施を行っています。（勧奨資材資料２参照）） 

  (イ) モデル実施期間 

令和３年７月１日から令和３年 11月 30日まで 

イ 薬剤師会と連携した薬局窓口による特定健診受診勧奨（拡充）【資料１ 取組番号

1-6】 

(ア) 概要 

 令和３年度から市内薬局（全区）において、薬剤師から啓発カードを活用した

対面での受診勧奨を実施しています。 

  (イ) 勧奨期間（予定） 

令和３年６月～令和４年３月中旬頃まで ※カードは無くなり次第終了 

ウ 特定健診受診キャンペーン（拡充）【資料１ 取組番号 1-11】 

(ア) 概要 

特定健診の受診率向上を図るため、特定健診を受診した方の中から抽選で

1,000名に賞品をプレゼントする事業です。 

(イ) キャンペーン対象期間 

新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえ、キャンペーン対象期間を従来の

上半期の半年間から１年間へと拡大して実施しています。 

エ 特定保健指導利用キャンペーン（新規）【資料１ 取組番号 2-4】 

(ア) 概要 

特定保健指導の利用を促すため、特定保健指導を利用した方の中から抽選で

100名に、賞品をプレゼントする事業です。 

  (イ) 対象者の考え方 

 令和３年度特定保健指導対象者のうち、令和３年度中に特定保健指導初回面

談を実施した方を対象とします。 
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オ 重症化リスク者適正受診勧奨事業（拡充）【資料１ 取組番号 3-1、3-3、5-1】 

(ア) 事業内容 

    特定健診結果及びレセプト情報を活用し、令和２年度までの事業対象者に加

えて、高血圧症等の重症化リスクのある方や糖尿病の治療中断者に対し、個別

の健康課題に合わせた受診勧奨通知（ハガキ）を送付します。 

     ＜各事業概要＞ 

主な対象事業 令和２年度 令和３年度〈拡充〉 

生活習慣病重症

化予防事業 

・特定健診の結果で、糖尿病の重

症化リスクの高い未治療者への受

診勧奨 

・特定健診の結果で、糖尿病や高

血圧症等の重症化リスクの高い未

治療者及び糖尿病の治療中断者 

重複・頻回受診

対策事業 

・重複・頻回受診、多種・多量服

薬を行う者（対象薬効：向精神

薬） 

・重複・頻回受診、多種・多量服

薬を行う者（対象薬効：向精神

薬、一部の生活習慣病治療薬等） 

(イ) 勧奨対象者数 

総計約 10,000人(予定） 

(ウ) 実施時期 

令和４年２月に１回送付（予定） 

 

（5) 第３期横浜市国民健康保険データヘルス計画及び第４期特定健診等実施計画の策定

について 

 第２期データヘルス計画・第３期特定健康診査等実施計画について、計画期間が令和

５年度をもって終了することから、令和６年度から 11年度までを共通の計画期間とし、

次期計画を一体的に策定します。 

 計画策定にあたっては、国民健康保険事業評価・向上委員会（以下、「評価向上委員会」

という）において検討し、国保運営協議会にて決定します。 

 

ア スケジュール（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１月 評価向上委員会（予定）
５月 分析用データ渡し→計画策定用データ分析
6月 評価向上委員会委員にアンケート項目の確認、決定
7月 第１回評価向上委員会（予定）

アンケートの実施（20代、30代の被保険者、特定健診未受診者、特定
保健指導未利用者）

令和５年１月 第２回評価向上委員会（予定）
３月 分析結果報告書、素案受領
５月 第１回評価向上委員会で計画の項目等の確認

計画（案）作成
10月 第２回評価向上委員会で計画（案）の意見聴収
10月 第１回国保運営協議会で計画（案）の協議
11月 パブリックコメント（１か月間）

12月
計画修正
第３回評価向上委員会で報告

令和６年３月 第２回国保運営協議会にて決定
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イ 計画の骨子について（案）（下線部は新規） 

 
施策名 詳細事業名 

特定健診受診率の向上 ・特定健診未受診者対策 
・自己負担無料化の継続 
・みなし健診の促進 

特定保健指導終了率の向上 ・未利用者対策（利用勧奨） 
・利用環境の改善 

生活習慣病重症化予防 ・糖尿病性腎症重症化予防事業 
・ハイリスク者への受診勧奨 
・循環器病の適切な情報提供・相談支援 

健康啓発事業 ・全世代向け健康情報の普及 
・がん検診・歯周病健診と連携した広報 
・健康インセンティブ事業 
・PHR の活用促進 

その他の医療費適正化事業 ・ジェネリック医薬品の使用促進 
・医療費通知 
・重複頻回受診対策 
・データ活用の推進（介護予防の一体的実施・地域包括 

ケアの取り組み、歯科レセプトとの連携含む） 

 

ウ 分析内容（案）（下線部は新規） 

イの骨子に従い、次の事項を分析する予定です。 

(ア)  生活習慣病に関すること（歯科受診との関係性含む） 
(イ)  医療費分析に関すること 
(ウ)  健康寿命等基礎統計に関すること 
(エ)  医療費適正化に関すること（多受診者等の分析等） 
(オ)  アンケート集計（特定健診未受診者、20~30 代の被保険者、特定保健指導未利用

者） 
(カ)  特定健診・特定保健指導の結果、効果に関すること（喫煙傾向のある者の分析含

む） 
(キ)  循環器系疾患（虚血性心疾患、心不全等）に関すること 
(ク)  糖尿病性腎症個別保健事業の腎不全抑制効果 
(ケ)  若年層の健康に関すること 
(コ)  介護要因に関すること 
(サ)  国等の保健事業の動向に関すること 
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　　１　取組評価 資料１

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

1-2
未受診者に対し、再度、受診勧
奨（通知・電話）を実施しま
す。

指標

1-1
受診対象者の年代特性の考慮、
過去の受診記録を情報提供する
受診案内を実施します。

ハガキ勧奨
約35万件

SMS勧奨
約５万件

（未受診者数
約41万人）

拡
充

ナッジ理論を活用し、より効果的な文面等
を検討し、「未受診者への個別勧奨事業」
を実施します。

指標

勧奨人数 勧奨人数

Ｒ５年度目標値 目標値

現状維持
未受診者

全員

40.9％
45,055件

（全110,011件）
電子請求導入の説

明会を実施。
（約100医療機関が

当日参加）

デザイン作成

電子請求割合

Ｒ５年度目標値

年１回開催 全医療機関

見
直
し

医師等から受診勧奨を推進するための
「勧奨資材を作成」します。

指標

約52万人
(全対象者）

継続

拡充 全対象者

ハガキ勧奨
約34万件

SMS勧奨
約９万件

（未受診者数　約41万人）

電子請求導入を促進するチラシ
を作成し、紙請求機関へ送付予
定。

R４年度からの全区展開に向け
て、４医療機関においてモデル
実施。(７月～９月）

受診券の
送付数

受診券の
送付数

Ｒ５年度目標値

見
直
し

「未受診者への個別勧奨事業」や「保険証
個人単位化に伴う受診券発行のあり方検
討」を踏まえた、効果的な受診案内を実施
します。

指標

目標値

指標

開催数
勧奨資材活用
医療機関数

Ｒ５年度目標値 目標値

受診勧奨事業

目標値

関係団体との連携
（市医師会）

1-3

実施医療機関における健診デー
タ等の入力処理を軽減するた
め、業者委託による入力等の仕
組みを構築します。

指標

モデル実施 75%

1-4
実施医療機関で受診勧奨ができ
るよう、医療事務従事者への説
明会等を開催します。

指標

見
直
し

実施医療機関の事務負担軽減や受診者に見
やすい結果提供の観点から「電子請求方式
への切り替え」を促進します。

指標

処理件数

特
定
健
診
受
診
率
向
上

1



事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

・特定健診及びがん検診の広報
媒体リーフレットの作成
・「国保健康だより」に各ライ
フステージにおける健康情報等
に関す行政相談窓口を案内
・区役所での啓発物品配布、チ
ラシ配付
・保健活動推進員等と連携し、
全区において受診啓発の実施

・協会けんぽ神奈川支部と特定
健診受診率向上に向けた意見交
換を実施。
・後期高齢者広域連合と庁内関
係５課との意見交換　継続

各区単位で実施

後期高齢者広域連
合と庁内関係5課と
の意見交換を実施
（１か所）

①57,839件
（全対象者）

②約1,700件
（全歯科医療機

関）

中止

・対象者全員に対して、歯周病
検診チラシを受診券に同封して
送付。
・特定健診ポスターを作成し、
歯科医師会を通じて、各歯科医
療機関へ送付。

約1,100か所（全薬局）

「特定健診ポスター」及び「Ｐ
Ｒカード」を作成し、市薬剤師
会を通じて、全薬局へ送付。

協力実施薬局の数 送付薬局数

Ｒ５年度目標値

モデル実施
①対象者全員

②全歯科医療機
関

目標値

モデル実施 全薬局

関係団体との連携
（市歯科医師会）

1-5
受診対象者に対し、歯周病検診
及び特定健診の受診勧奨を実施
します。

指標

勧奨通知を
送付した人

数

Ｒ５年度目標値

1-6
特定健診ＰＲカード等の配布や
店内にポスターを掲示します。

指標

拡
充

・歯周病検診チラシ等によるPRを継続して
実施します。
・市歯科医師会と連携して受診勧奨を推進
するための「勧奨資材を作成」します。

指標

関係団体との連携
（市薬剤師会）

①勧奨通知
　送付者数
②勧奨資材
　送付機関数

目標値

本市の他の保健事
業や市民組織との

連携
1-7

○他の保健事業（よこはま
ウォーキングポイント事業、が
ん検診、認知症対策）との連携
○区役所での受診啓発
○市民組織（保健活動推進員、
商店街など）との連携

指標

拡
充

市薬剤師会と連携して「ＰＲカード等を
活用した取組」を全区で実施します。

指標

連携事業数 連携事業数

Ｒ５年度目標値 目標値

現状維持

他の保険者
との連携

1-8
情報共有とともに、医療費適正
化に関する連携を検討します。

指標

Ｒ５年度目標値 目標値

年１回実施 20か所

継
続

連携数 連携数

継
続

他の保健事業や区役所、市民組織との連携
を引き続き行い、特定健診の広報を行いま
す。

指標

３か所

・協会けんぽ等と引き続き医療費の適正化
に関する情報共有を行います。
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実
施を推進するため、関係各課や後期高齢者
広域連合と連携し、取組を推進します。

指標

2



事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

継続

112件（人間ドック実施医療機関
にのみ協力依頼予定）

無料（継続）

協力依頼機関
（件数）
1,151件

特
定
健
診
受
診
率
向
上

受診環境の整備

1-9
本人自己負担額（窓口負担）を
無料化します。

1-10
診療データや人間ドックデータ
の特定健診活用（みなし健診）

指標

指標

継
続

みなし健診者数 協力依頼件数

Ｒ５年度目標値

無料

みなし健診の実施について、「実態把握
の調査」を行い、「解決策を検討」しま
す。

指標

目標値

年１回開催 年１回開催

継
続

特定健診の自己負担額無料化を継続しま
す。

指標

自己負担額 自己負担額

Ｒ５年度目標値 目標値

自己負担額の無料化

目標値

国の動向を注視
しながら実施

協力機関
の拡大

広報による
受診勧奨

1-12
実施医療機関、市（区）役所、
市営交通機関、イベント会場等
による受診勧奨

指標

継
続

・コロナ禍を踏まえ「キャンペーンを１
年間を通じて実施」します。
・キャンペーンの広報を強化します。

指標

キャンペーン数 キャンペーン数

Ｒ５年度目標値

増加 2.2万枚

1-11
早期受診キャンペーン等を実施
し、受診した方の中から抽選等
で特典を付与します。

指標

コロナ禍により中
止

約1.5万枚

対象期間を年間に拡大して実施
（年１回）

継続

啓発数
（ポスター

掲示）

啓発数
（ポスター

掲示）

Ｒ５年度目標値 目標値

継
続

幅広い広報を、引き続き実施するとともに
「ＷＥＢ等を活用した広報発信」を検討し
ます。

指標

3



事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

特定保健指導担当者連絡会等で
情報提供を行いながら、実施機
関拡大を図る。

特定健診実施機関で健診結果説
明時に活用する資材に、特定保
健指導の案内についても記載
し、勧奨を促進予定。

電話勧奨、ハガキ勧奨に分けた
効果検証を継続しつつ、利用率
が高まる勧奨方法を検討。

令和３年度から事業化
（令和３年９月～４年４月に利
用した方の中から抽選で100名に
賞品をプレゼント）

15機関

25機関

168人
（効果検証のため
に抽出した対象者

全員）

なし

特
定
保
健
指
導
実
施
率
向
上

生活習慣病の発症
リスクが高い人に
対する特定保健指

導利用勧奨

2-1
特定健診実施医療機関で健診当
日等に、特定保健指導初回面接
を実施します。

指標

電話による
利用

勧奨者数

利用
勧奨者数

Ｒ５年度目標値 目標値

拡大 拡大

2-3
利用券送付の翌月、保健師が電
話勧奨を実施します。

指標

2-2

特定健診実施医療機関で、健診
受診者にリーフレットを配布
し、特定保健指導の周知を図り
ます。

指標

Ｒ５年度目標値 目標値

拡大 拡大

継
続

利用率の向上に寄与する「勧奨資材の作
成」を行い、特定保健指導の周知を図り
ます。

特定健診当日
等特定保健指
導初回面接実

施機関数

特定保健指導
同日初回面接
実施機関数

指標

健診・保健指導
実施機関数

目標値

継
続

特定保健指導の健診当日等初回面接実施機
関の「拡大方法を検討」します。

指標

特定健診
実施医療機

関数

Ｒ５年度目標値

拡大 未利用者全員

利用者への
インセンティブ

2-4
イベント的な内容のプログラム
を企画し、集団型の特定保健指
導を実施します。

指標

拡
充

電話やハガキによる勧奨効果を検証し、
より効果的な勧奨を実施します。

指標

イベント型集
団特定保健指
導勧奨者数

実施数

Ｒ５年度目標値 目標値

拡大 年１回

見
直
し

コロナ禍を踏まえ、イベント開催に代わ
るイベント的な内容として、新たに「特
定保健指導キャンペーン」を実施しま
す。

指標
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事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

特定保健指導のご案内を記載し
た特定健康診査結果説明リーフ
レットを作成し、区医師会を通
じて、各医療機関へ送付。

・医師会集合契約に向け調整を
検討。コロナの動向を踏まえつ
つ引き続き調整を実施。
・特定保健指導担当者連絡会を
開催し、保健指導契約事業者へ
ICTを活用した特定保健指導に関
する研修を実施（ICT活用機関は
４機関へ増加）。

３機関

25,600枚
区医師会へ送付

全医療機関等

利用環境の整備 2-6
実施事業者数の拡大を図りま
す。

指標

見
直
し

「健診結果の見方・保健指導を案内できる
資材」を作成し、受診者が適切に通院や保
健指導に結びつくように働き掛けます。

指標

活用医療
機関等数

目標値

健診結果説明
及び

特定保健指導
2-5

特定保健指導対象者に対し、
個々の特定健診結果を説明する
とともに、特定保健指導につな
げます。

指標

特定健診結果
説明者数

Ｒ５年度目標値

目標値

増加 50機関

新規
実施事業者

数

新規
実施機関数

Ｒ５年度目標値

モデル実施

拡
充

・医師会と連携し、実施機関増加に向けた
検討・調整を行います。
・利用者の利便性向上のため、「ICTを活
用した遠隔指導等の拡大を推進」しま
す。

指標
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事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

継続

重症化リスク者適正受診勧奨事
業にて、はがきによる医療機関
への受診勧奨を実施

継続

継続

受診勧奨者数：
50人

勧奨後受診者数：
47人

（暫定値）

94.0%

保健指導案内者
数：400人

参加者数：69人
（17.3％）

4,996人

（ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ発送者
を抽出）

○糖尿病治療中者に対し、個別
保健指導プログラムを実施しま
す。

指標

継
続

・保健指導プログラムの参加者を増やす
勧奨方法や案内等を検討します。
・コロナ禍を踏まえた実施体制を整備し
ます。

36人

指標生
活
習
慣
病
重
症
化
予
防

糖尿病性腎症
重症化予防

3-1

○人工透析の導入の防止に重点
を置き、特定健診受診者の中
で、糖尿病で腎機能の低下の認
められる者に対し、糖尿病性腎
症重症化予防事業を全区で実施
します。

○医療機関未受診者等に受診勧
奨を実施し、治療につなげま
す。

指標

指標

4,000人

Ｒ５年度目標値 目標値

継
続

糖尿病境界領域の方を対象に、本市関係部
局や区等と連携・協力して事業を進め、参
加者の行動変容に繋がる効果的な支援方法
について検討します。

Ｒ５年度目標値 目標値

60人 60人

指標

受診勧奨者数
（未治療者

数）

受診勧奨者
（未治療者）

通知者数
拡
充

受診勧奨を継続するとともに、新たに糖
尿病治療中断者への支援を実施します。

指標

継
続

指標

90%

受診勧奨で治
療につながっ

た人数

受診勧奨後の
治療者率

Ｒ５年度目標値 目標値

・通知発送数
・指導実施数
・指導実施率

個別保健指導
勧奨者数

Ｒ５年度目標値

3-2

特定健診受診者のうち、糖尿病
の境界領域の者（おおむね
HbA1cが6.5～7.0未満）に対
し、本市の関係区局と連携し、
重症化予防を実施します。

指標

4,000人

目標値

・400人
・100人
・25％

400人

個別もしくは
集団保健指導

実施者数

保健指導
実施者数
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事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

保険証へのジェネリック医薬品
希望シール等を活用した普及啓
発を実施。

継続的に市で対応している者を
除き、令和３年度より重症化リ
スク者適正受診勧奨事業にて、
はがきによる医療機関への適正
受診勧奨を実施

継続

重症化リスク者適正受診勧奨事
業にて、はがきによる医療機関
への受診勧奨を実施

年６回
77.95％

通知・電話指導：
208件

面談・訪問指導：2
件

441,042件
（全対象世帯）

未治療者対策 3-3
高血圧でⅡ度以上（160/100)の
医療機関受診勧奨判定値の者に
対し、受診勧奨を実施します。

指標

受診勧奨通
知発送者数

Ｒ５年度目標値

・対象薬効数
・ジェネリック

使用率

受診勧奨通
知発送者数

継
続

市医師会等と協力して事業内容を検討
し、高血圧ハイリスク者の未治療者への
受診勧奨を実施します。

指標

8,300人 約6,500人

なし

拡
充

・対象薬効を向精神薬だけではなく、費
用対効果の高い薬効も対象に入れること
を検討します。
・効果的・効率的な事業運営を行うため、
事業方法・体制の見直しを行います。

指標

受
診
行
動
適
正
化

重複頻回
受診対策

5-1

重複・頻回受診、多種・多量服
薬者に対し、適正受診するよ
う、通知、電話、面談等による
指導を実施します。

指標

医療費通知発送 6-1

診療を受けた国保加入者を抽出
し、治療費用等を記載した「医
療費のお知らせ」を発送しま
す。

指標

・通知発送回数
・ジェネリック

使用率

Ｒ５年度目標値

拡
充

・ジェネリック医薬品差額通知を継続して
送付します。
・保険証へのジェネリック医薬品希望
シール等を活用した普及啓発を実施しま
す。
・使用率が低い分野に対しては、現状を把
握し、対策を検討します。

受
診
行
動
適
正
化

ジェネリック
医薬品普及促進

4-1

ジェネリックへ変更した場合の
自己負担額に一定額の差額が出
る国保加入者に対し、切替の勧
奨通知を発送します。

通知書
送付件数

通知書
送付件数

Ｒ５年度目標値

継
続

継続して医療費通知を送付します。

Ｒ５年度目標値 目標値

年240件 年500件

適正化指導
実施件数

指導件数

目標値

現状維持 全世帯数

指標

目標値

・増加
・R5年度
80.0％

年６回
80.0％

指標指標

目標値
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事業内容
アウトプット
(取組量)目標

後半期(Ｒ３～５年度)
予定事業内容

Ｒ５年度
アウトプット目標

施
策
名

令和３年度取組施
策名

取組
No.

当初の計画
取組内容

今後の取組

２年度実績 令和３年度取組

２年度実績 令和３年度取組

データヘルス計画の中間評価を
受けた事業実施や次期計画案に
ついて諮問予定。

継続

２回

２事業

検
証
・
評
価

保健事業
向上委員会

7-1

○事業の実施状況を検証し、令
和２年度に評価を行い、その評
価に基づき本計画をより実効性
の高いものにするため、本計画
の見直しを行います。
○見直された内容は、本計画内
（令和5年度）に反映し、目標
達成に向けた、より効果的な事
業を実施します。

指標

Ｒ２年度
稼働

特定健診等データ
管理システム

の構築
7-2

レセプト、特定健診等の多種多
様なデータを迅速に処理し、解
析したデータを有効に管理する
システムを構築します。

開催件数 開催件数

Ｒ５年度目標値

継
続

毎年度、事業の振り返りを行い、目標達成
に向けて、保健事業評価・向上委員会を開
催します。

指標

目標値

指標

３事業

年２～３回 年２～３回

指標

システム
構築

施策活用数

Ｒ５年度目標値 目標値

見
直
し

「医療・介護・保健統合データベースシス
テム」を政策に活用します。
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